
【指定行政機関等一覧表】 

１ 指定行政機関 

内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消防庁、法務省、外務省、財務

省、文部科学省、文化庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、

国土交通省、国土地理院、気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会、防衛省 

２ 指定地方行政機関 

沖縄総合事務局、管区警察局、総合通信局、沖縄総合通信事務所、財務局、水戸原子力事務所、

地方厚生局、都道府県労働局、地方農政局、北海道農政事務所、森林管理局、経済産業局、産業保

安監督部、那覇産業保安監督事務所、地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、地方航空局、管区

気象台、沖縄気象台、管区海上保安部、地方環境事務所、地方防衛局 

３ 指定公共機関 

国立研究開発法人防災科学技術研究所、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能推進機

構、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構、国立研究開発法人森林研究・整備機構、

国立研究開発法人水産研究・教育機構、国立研究開発法人土木研究所、国立研究開発法人建築研究

所、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術安全研究所、独立行政法人水資源機構、独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会、電力広域的運営推進

機関、東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道

路株式会社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社、成田国際空港株式会社、新

関西国際空港株式会社、中部国際空港株式会社、日本郵便株式会社、北海道電力株式会社、東北電

力株式会社、東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル＆パワー株式会社、東京電力

パワーグリッド株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、北陸電力株式会社、中部電力株

式会社、関西電力株式会社、中国電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社、沖縄電力

株式会社、電源開発株式会社、日本原子力発電株式会社、東京瓦斯株式会社、大阪瓦斯株式会社、

東邦瓦斯株式会社、西部瓦斯株式会社、出光興産株式会社、太陽石油株式会社、昭和シェル石油株

式会社、コスモ石油株式会社、富士石油株式会社、ＪＸＴＧエネルギー株式会社、日本通運株式会

社、福山通運株式会社、佐川急便株式会社、ヤマト運輸株式会社、西濃運輸株式会社、北海道旅客

鉄道株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社、日本電信電話株式会社、東日

本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、エヌ・

ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、ソフトバンク株式会社、輸出入・港湾関連情報処理

センター株式会社、株式会社イトーヨーカ堂、イオン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン

ーイレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・

ホールディングス、公益社団法人全日本トラック協会、一般社団法人全国建設業協会、公益社団法

人日本医師会、一般社団法人日本建設業連合会 

４ 指定地方公共機関 

三重県医師会、報道機関（日本放送協会津放送局を除く）、一般乗合旅客自動車運送事業会社（三

重交通株式会社等）、三重県トラック協会、鉄道事業会社（東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道

株式会社、日本貨物鉄道株式会社を除く）、ガス事業者（都市ガス事業者及び三重県エルピーガス協

会） 

 

○ 指定行政機関等と災害時応援協定等を締結しておくと、緊急通行車両の事前届出が可能です。 

○ 災害が発生した時に標章の交付手続きをスムーズに行うためにも協定を結んでおきましょう。 


